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公募型及び工事
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意見・質問

建設コンサルタント業務

回答

別紙のとおり 別紙のとおり

なし



 

 

（別紙） 

意  見 ・ 質  問 回   答 

（裁判所における契約の状況について） 

※ 令和４年度上半期に入札を実施した工事

の裁判所別の契約締結率、初度入札及び再度

入札別の結果、不調案件、入札参加者数の平

均値等について報告 

 

・新型コロナウイルス関連、資材の高騰、人手

不足など、不調につながる要因は多く、これま

でも裁判所側として対策を打ってきていると

承知しているが、今後も受注者側の立場に立ち

ながら、効果的な方策を検討し、進めていただ

きたい。 

 

 前回、競争参加者の少なかった高裁において

は、対策を行い、これが数字となり現れている

ということなので、今後も引き続き、参加者数

増加の努力を行っていただきたい。 

 

（抽出案件について） 

１ 福井地家裁庁舎電気設備等改修工事 

※ 本件は、初度の１回目の入札において１者

の入札参加があり、予定価格の範囲内であっ

たため、同者と契約した案件 

 

・本件が結果的に１者入札となっているとこ

ろ、基本的な声掛けの範囲を福井県隣接県とし

ている点に疑問があり、この地域の実情からす

ると、大都市圏、特に関西方面にも広げておく

べきでないか。 

 

 

・僅少対策としては、どのくらいの規模の業者

を選定するまでの配慮は、公正な競争を妨げる

ことにならないか。また、地方の業者が苦戦し

ている話も聞くところ、大都市圏に本店があ

り、近隣に支社のある業者を加えていけるよう

な形で考えてはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

・承知した。今後も効果的な方策を検討し、入

札を進めていきたい。 

 

 

 

 

 

・承知した。今後も継続して努力していきた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・北陸地方は石川県に大きい会社が多いため、

この地域のメインとなっているが、ご指摘の

とおり、今後も福井県の工事では、電車一本で

行けるというようなアクセス面を考慮して、

大阪・京都といった関西圏への声掛けを検討

していきたい。 

 

・承知した。検討していきたい。 

 

 

 

 

 



 

 

意  見 ・ 質  問 回   答 

２ 福井地家裁庁舎電気設備等改修工事設計

変更 

※ 本件は原契約となる工事（抽出案件１）の

工期末を延長する（約２か月の工期の延長）設

計変更契約であるが、発注庁は約４００万円を

増額する内容の予定価格を設定したところ、受

注者は０円の見積もりを提示し、同見積金額に

て契約を締結した案件 

 

・裁判所側の責任がない理由の場合に、工期の

延長に追加費用を払うことの是非について説

明をお願いしたい。 

また、工期延長に関し、一般的に、受注者は

指定された工期どおりに施工する義務がある

のではないか。 

その他としては、契約から間もなく延長の申

し出をしているところ、半導体不足の点も織り

込み済みだったのではないかとの疑問も存す

るところである。 

 

 

 

 

・通常、契約においては、ここまでにという想

定の下、指定された工期どおりに施工する義務

が生じるのが一般的であり、特に工事の請負契

約の場合、仕事を全て完成させて初めて、報酬

の債権が発生する性質があるところ、余分な費

用は請負人側の負担となることが原則と考え

られる。 

他方で受発注者の予期していないコストに

関しては、当然に業者負担とはせず、契約約款、

条項で調整をしているのが実情と思われるが、

本件ではそういった条項は存在したか。 

 

・０円とした見積結果に関しては、支店が近く

にあったとしても、少なからず発生する費用は

あるのではないか、との疑問は残る。今後も国

土交通省の事例なども参考に、必要な対応を図

っていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工期延長の原因は、分電盤機器の納品の遅れ

であり、当時、半導体不足の背景事情から海外

からの輸入が滞ったことによるもので、発注

者・受注者の両者の責によらない事情による

ものであるが、この場合に受注者に全て負担

を負わせることに躊躇した事情がある。 

では、どのような費用を計上するかを検討

したところ、予定価格としては延長期間の２

か月の共通費分を設定したところである。 

 他方、現時点で振り返ると、一時中止の措置

に関する国土交通省等の取扱いも参考に、予

定価格を設定することを検討すべきだったと

考えている。 

 

・ご指摘のように本件の契約書では、特段の事

情があった場合には、別途、協議をして解決す

るという条項があり、これに沿って対応を行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・承知した。 

 



 

 

意  見 ・ 質  問 回   答 

３ 東京家簡裁庁舎エレベーター設備改修工

事（５・６号機） 

※ 初度の１回目の入札において１者の入札

参加があり、予定価格の範囲内であったた

め、同者と契約した案件 

 

・本件の一者入札の要因について、声は掛けた

ものの集まらなかったということだが、工期の

短さも大きく影響したということか。 

 

 

・この工事に魅力がないということになるの

か。 

 

・有利とは、コストの意味合いか。 

 

 

 

 

 

 

 

・基本的に設備工事の場合、特にエレベーター

やエスカレーターなどの部品が絡むものにつ

いては、その技術が公開されていないため、最

初に設置した業者が有利となることが想定さ

れる。このため、システム全体を抜本的に替え

ない工事の場合、沢山の業者による競争にはな

りにくい状態になっていると考えられる。 

 

・この庁舎のエレベーターについて、順次、更

新作業をしてきているとのことであるが、今ま

での工事してきた業者は、全て同じ業者である

か。 

 

４ 広島高地簡裁庁舎構内交換設備改修工事 

※ １回目の入札で２者の入札があったとこ

ろ、最低価格であった者の入札金額が予定価

格と約６０％の乖離があったが、低入札価格

調査を実施し、契約内容に適合した履行がさ

れると判断されたため、契約を締結した案件 

 

 

 

 

 

 

 

・予定価格の算定のため、主要メーカー複数社

から見積もりを徴収したが、入札の段階では

落札者以外の業者が辞退し、結果的に1者入札

となっている。 

 

・最初に工事を請け負った工事業者が有利で

あったことは否定できないところである。 

 

・最初に入っているエレベーターの機器の仕

様を理解しているため、これに合わせること

が容易であるため有利と考えられる。例えば、

他のメーカーが入ってこようとする場合に

は、元々のエレベーターの仕様を把握する必

要があるため、これが敬遠の材料となってい

る可能性が高いと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・結果的に改修工事の業者は全て同じ業者と

なっている。 

 



 

 

意  見 ・ 質  問 回   答 

・予定価格について、本件は電話交換機の取替

であるが、本件は１者のみが低いわけではな

く、もう１者も低い入札となっているところ、

この手の工事の特有の事情というものはある

のか。 

 

 

 

 

 

・メーカーのヒアリング、見積はどのように徴

取しているのか。 

 

（低入札状況の報告について） 

※ ここ数年の電気設備改修に係る予定価格

の設定方法の調査、入札状況等を踏まえた検

証結果、今後の対応について報告 

 

・以上、４件の審議案件について、入札契約手

続が適正に行われていると思料する。 

 

 

・ここまでの低い水準での入札が行われた背

景として推察されるのは、第２順位の業者は、

昭和６２年の完成当初に設置した業者である

ものの、その次の更新時に今回の落札者に代

わられた状況になっており、取り返したい思

いが強かったということ、落札者の方も保守

契約を行ってきたこともあり譲れない、とい

う状況の両方が重なって、この結果となった

ものと考えるところである。 

 

・本件の見積もりについては、工事の全体の価

格でいくらになるか、という形で徴取してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


